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第１章 計画の策定に当たって 
１ 計画策定の趣旨 

 日本国憲法では、第１３条により「個人の尊重」を、また第１４条により「法の下

の平等」を規定しています。 
 さらに第２４条において「男女平等」の理念がうたわれていると解釈されたことを

契機として、戦後の国際社会の動きと連動しつつ、わが国では男女共同参画社会づく

りの取組が進められてきました。 
  
 平成１１年の「男女共同参画社会基本法（平成１１年法律第７８号。以下「基本法」

という。）」制定に始まり、平成１３年には内閣府に男女共同参画会議及び男女共同参

画局が設置されて、国内における推進体制が確立しました。 
 さらに、「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭

和４７年法律第１１３号。以下「男女雇用機会均等法」という。）」、「配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護に関する法律（平成１３年法律第３１号。以下「ＤＶ防止

法」という。）」、「次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号。以下「次

世代支援法」という）。」など、男女共同参画社会の形成に関連する様々な法律の制定

や改正を経て、平成１７年１２月には「男女共同参画基本計画（第２次）（以下「第

２次基本計画」という。）」が閣議決定し、男女共同参画社会の実現に向けた次なる取

組が開始されたところです。 
 
本県においても、昭和５６年度に策定した「千葉県婦人施策推進総合計画」をはじ

めとする男女共同参画に関する計画に基づき、女性も男性も性別にとらわれずに個性

と能力を十分発揮でき、ともに社会を支えていく男女共同参画社会の実現を目指して、

様々な取組を行ってきました。 
平成１３年３月には基本法に基づく初めての法定計画である「千葉県男女共同参画

計画」を策定し、さらに総合的に男女共同参画に関する施策を実施してきました。 
しかしながら、少子高齢化の急激な進展や厳しい経済情勢、さらには県民一人ひと

りの価値観が多様化する中で、女性の就労継続や再就職、政策・方針決定過程への参

画、男性の家庭や地域への参画、また深刻化する女性に対する暴力の根絶など、対応

すべき新たな課題等も踏まえ、従来の施策の見直しが必要となってきています。 
そのため、本県では、基本法第１４条に基づき、これまでの取組の成果を踏まえ、

これらの状況を加味した新しい計画を策定することとしました。 
 また、計画の策定に当たっては、後述するように白紙の段階から県民の声を聴き、 
その中で浮かび出た現状と課題に対応するため、県民と行政が一体となって策定に当

たることとしました。 
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２ 計画策定の背景 

 
（１）国際連合(以下「国連」という。）を中心とした世界の動き 

 
 国連においては、すべての人間の尊厳を保障し、人種や性別による差別等の禁止を

定めた「世界人権宣言」を昭和２３年（１９４８年）の国連総会で採択した後、定期

的に人権問題を取り上げてきましたが、昭和４７年（１９７２年）の第２７回国連総

会において、性差別撤廃に世界的規模の行動で取り組むため、昭和５０年（１９７５

年）を「国際婦人年」とすることを決議しました。 
さらに翌年から始まる１０年間を「国連婦人の十年」と定め、各国がそれぞれの国

で行う活動方針を定めることなどを示す「世界行動計画」をメキシコシティで開催さ

れた「国際婦人年世界会議」において採択し、「平等、発展（後に開発と変更）、平和」

を目標に、女性の人権擁護と地位向上のための世界的活動を開始しました。 
 

 また、昭和５４年（１９７９年）には「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に

関する条約（以下「女子差別撤廃条約」という。*43 ﾍﾟｰｼﾞ参照）」が第３４回国連総

会において採択され、「人間尊重」と「男女の権利の平等」が再確認されました。 
そして昭和６０年(１９８５年）に開催された「国連婦人の十年ナイロビ世界会議」

においては、「国連婦人の十年」の取組で掲げられた目標達成のための努力を平成  

１２年（２０００ 年）に向けて各国が継続して取り組むという、「婦人の地位向上の

ためのナイロビ将来戦略」が採択されました。 
 
さらに、平成７年（１９９５年）に北京で開催された「第４回世界女性会議」では、

平成８年度末までに各国政府による行動計画の策定を求め、女性の能力開発の指針と

なる「北京宣言及び行動綱領」が採択され、貧困、教育、健康等１２の重大問題領域

における戦略目標と、各国がとるべき行動が定められました。 
その後、平成１２年(２０００年）６月には、ニューヨークの国連本部において国

連特別総会「女性２０００年会議」が開催され、「北京行動綱領」の実施状況の分析、

評価を行い、その完全実施に向け「更なる行動とイニシアティブに関する文書」が採

択されました。 
 
また、平成１７年（２００５年）２月から３月には第４９回国際婦人の地位委員会

「北京＋１０」閣僚級会合が国連本部（ニューヨーク）で開催され、「北京宣言及び

行動綱領」及び「女性２０００年会議成果文書」を再確認し、これまでの男女平等に

関する達成事項を歓迎するとともに、完全実施に向けた一層の取組を国際社会に求め

る宣言が採択されました。 
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（２）国における取組 

 

国際婦人年世界会議で決定された「世界行動計画」を取り入れるため、わが国にお

いては、昭和５２年（１９７７年）に「国内行動計画」を策定し、政治・教育・労働・

健康・家族生活等に関して憲法が保障する一切の権利を女性が男性と等しく享受し、

あらゆる領域において男女がともに参加、貢献することが必要であるとの基本的な考

え方に立ち、向こう１０年間で女性の人権保障や地位向上のための施策を展開するこ

ととしました。 
 
その結果、男女平等に関する法律・制度面の整備が進められ、昭和６０年（１９８

５年）にわが国も女子差別撤廃条約（*43 ﾍﾟｰｼﾞ参照）を批准しました。 
同時に国内法の整備として、国籍法（父母両系主義）、民法（配偶者の相続分引上

げ）や国民年金法（女性の年金権の確立）などの法改正や、男女雇用機会均等法の制

定を行いました。 
そして、昭和６２年（１９８７年）には、男女共同参画型社会を目指した「西暦   

２０００年に向けての新国内行動計画」を策定しました。 
さらに、「男女共同参画型社会づくりに向けての推進体制の整備について」（平成５ 

年７月婦人問題企画推進本部決定）を踏まえて、平成６年（１９９４年）６月に、内

閣総理大臣の諮問機関として「男女共同参画審議会」を設置したほか、新たに総理府

に「男女共同参画室」を設置するとともに、同年７月には全閣僚を構成員とする「男

女共同参画推進本部」を発足しました。 
 
平成８年（１９９６年）には、男女共同参画審議会による答申「男女共同参画ビジ

ョン」を受け、「男女共同参画２０００ 年プラン」を策定しました。 
平成１０年（１９９８年）、男女共同参画審議会から「男女共同参画社会基本法－

男女共同参画社会を形成するための基礎的条件づくり－」の答申を受け、平成１１年

（１９９９年）６月、男女共同参画社会の実現に向けた法的根拠となる基本法が制定

されました。 
この基本法では、「男女共同参画社会」の形成を２１世紀におけるわが国の最も重

要な課題と位置付けており、 
ア 男女の人権の尊重 
イ 社会における制度又は慣行についての配慮 
ウ 政策等の立案及び決定への共同参画 
エ 家庭生活における活動と他の活動の両立 
オ 国際的協調 

の５つを基本理念に掲げ、国、地方公共団体、国民にそれぞれ基本理念の実現のため

の責務を定めています。 
 
また、男女共同参画審議会では、平成９ 年（１９９７年）に「女性に対する暴力

専門部会」を設置し、調査審議を進め、平成１１年（１９９９年）５月「女性に対す 
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る暴力のない社会を目指して」を、次いで平成１２年（２０００年）７月「女性に対 
する暴力に関する基本的方策について」を答申しました。 
そして、同年１２月には、基本法に基づき「男女共同参画基本計画」が策定されま

した。 
また、平成１３年（２００１年）１月の中央省庁等の再編成に伴い、内閣府に「男

女共同参画局」が設置されるとともに、内閣府に置かれた４つの重要政策に関する会

議の一つとして「男女共同参画会議」が設置され、これまでの男女共同参画審議会の

機能を発展的に受け継ぐこととされました。 
 さらに、この会議の審議を補助するため、重要事項及び専門的な知識を必要とする

事項について専門調査会が設置されており、現在４つの専門調査会が審議を行ってい

ます。 
○ 基本問題専門調査会 
○ 女性に対する暴力に関する専門調査会 
○ 少子化と男女共同参画に関する専門調査会 
○ 監視・影響評価専門調査会 
 
また、平成１７年(２００５年)１２月に第２次基本計画が策定され、国においては、

この新しい計画に基づいた男女共同参画の政策を推進しています。 
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（３） 千葉県の取組 

 
本県では、「国際婦人年」、「国連婦人の十年」に関する世界の動きや国の動向など

を踏まえ、女性の地位向上のための施策とその関連施策を総合的・効果的に推進して

きました。 
 
すでに昭和５６年(１９８１年)から国の「国内行動計画」を勘案した「千葉県婦人

施策推進総合計画」に基づき、女性の地位向上のための各種施策を行ってきたところ

ですが、さらに「千葉県婦人計画(昭和６１年度～平成２年度)」、「さわやかちば女性

プラン（平成３年度～７年度）」と、時代の状況に合わせて計画を策定し、現状にあ

った各種施策を実施してきました。 
 
平成８年（１９９６年）３月には、「西暦２０００年に向けての新国内行動計画」

を踏まえ、「２０００年の千葉県」及びこれに基づく「ちば新時代５か年計画」との

整合を図り、男女共同参画社会の形成を目指すことを基本目標とした第４次の女性計

画として「ちば新時代女性プラン」（平成８年度～１２年度）を策定しました。 
 また、計画を推進するに当たり「千葉県女性政策推進本部」をはじめ、「千葉県女

性施策推進懇話会」の意見を聴きながら、国、市町村、関係機関・団体などと密接な

連携を図り、県民の理解と協力のもとに、各種の女性施策の効果的な推進を図りまし

た。 
 
その後、平成１２年(２０００年)２月に「千葉県女性施策推進懇話会」を「千葉県

男女共同参画推進懇話会」に改称するとともに、同年４月には、庁内推進組織として

「千葉県男女共同参画推進本部」を、また担当部署としてそれまでの社会部青少年女

性課女性政策室を企画部に「男女共同参画課」として新たに設置しました。（平成  

１４年度の組織改編により総合企画部男女共同参画課と改称。）  
 
さらに平成１３年（２００１年）３月に男女共同参画社会の実現に関する初めての

国内法である基本法に基づき「千葉県男女共同参画計画」を策定し、本県における男

女共同参画社会の実現に向けた各種施策を総合的に推進してきました。 
 
その後毎年事業の進捗状況を把握し、以後の施策の立案や実施に当たっての参考と

するため、千葉県男女共同参画白書を発行し、計画の推進に努めています。 
さらに、県民が男女共同参画についてどのように認識し、何を望んでいるかという、

千葉県の男女共同参画に関する現状と課題を把握するため、平成１６年（２００４年）

９月に「男女共同参画社会の実現に向けての県民意識調査（以下「平成１６年度県民

意識調査」という。）」を行いました。 
 
一方、平成１３年(２００１年)４月に制定されたＤＶ防止法の施行（平成１４年４

月）に当たり、ＤＶ（*13 ﾍﾟｰｼﾞ参照）被害者の支援のため男女共同参画課内にＤＶ 
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対策担当チームを設置し、庁内体制の整備を図るとともに、平成１６年（２００４年）

のＤＶ防止法改正に基づき、平成１８年（２００６年）３月に「千葉県ＤＶ防止・被

害者支援基本計画（以下「ＤＶ防止基本計画」という。）」を策定したところです。 
 
これまでの主な成果としては次のとおりです。 
ア 「配偶者暴力相談支援センター」として「千葉県女性サポートセンター」を

設置するとともに、千葉県女性センター（現ちば県民共生センター、同東葛飾

センター）及び県内１４か所の健康福祉センター（保健所）を「地域配偶者暴

力相談支援センター」として指定し、被害者の相談等の支援に当たる地域セン

ターとしました。 
イ 平成１６年度県民意識調査によれば、男女の地位の平等感について、「社会

全体で」女性の側がより強い不平等感を持っている一方で、「男は仕事、女は

家庭」との考え方について、初めて「そう思わない」とする回答が男女ともに

過半数を超えたことからみえるように、県民の意識は着実に変化してきている

ことがうかがえます。 
  ウ 県の審議会等における女性委員の登用については、「平成１７年度末３０％」

「すべての審議会等に女性が委員として参画する」を目標としていましたが、

平成１７年(２００５年)４月で審議会等に占める女性委員の割合は２６．３％

（平成１２ 年：１４．５％）で１１．８ポイント、女性委員がゼロの審議会

等の割合は４．９％（平成１２ 年：５．８％）で０．９ポイントそれぞれ増

減したものの、いずれもまだ目標には到達していません。 
エ 市町村の男女共同参画推進の指標の一つである男女共同参画に関する行動

計画の策定状況は、平成１１年度に２２．５％であったところ、平成１６年度

末では８０市町村中２５市２町で３３．８％が策定済みとなりました。 
平成１７年度に行われた市町村合併により、平成１８年(２００６年)３月末

には５６市町村中２６市となり４６．４％の策定率で約２倍となっています。 
また、市町村の審議会等の女性委員の割合は平成１７年(２００５年)４月で

１９．７％であり、平成１３年度（１７ .９％）から１．８ポイント上昇して

います。 
 
 
第２次基本計画に基づいて国が進める各種取組を踏まえて、今回の計画策定に当た

って培われた県民や企業、各種団体及び市町村との連携・協働のもとで、本県の男女

共同参画に関する取組をこれまで以上に積極的に進めていきます。 
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３ 策定の方向 

            
 平成１６年度県民意識調査によると、調査回答者の７割弱が「男女共同参画社会基

本法」について見たり聞いたりしたことがなく、多くの県民が男女共同参画のことを

よく知らないことが分かりました。 
 また、男女の地位が平等になっているかどうかを聞いたところ、男性の７割、女性

の８割が、「社会全体で男性が優遇されている」と回答しています。 
 
 そこで、改めて、県民が日ごろ仕事や日常生活の場で、どのような思いを抱いてい

るかについて直接意見を伺いに、商店会の集まりや子育てサロン、栄養教室をはじめ

とした県民が主催する各種の会合や講座など４２か所の集会に出向き、日常生活の場

で感じていることや実情などについて意見を聴いたほか、アンケートやホームページ

でも意見を収集しました。 
また、計画の白紙段階で３か所、骨子案段階で４か所と県内各地で実行委員会の主

催による男女共同参画に関するタウンミーティングを開催するとともに、１０か所の

ミニタウンミーティングや３度にわたる意見公募（パブリックコメントを含む）を行

い、そこでも家庭生活や地域活動、仕事や教育などについて、いろいろな県民の意見

が寄せられました。 
 
これらの県民の意見（＊巻末参考資料参照）から、男女共同参画が日常生活の様々

な場面に関係する身近な問題であるということを改めて確認することができました。 
たとえば、職場においては、女性の賃金が男性より低い場合が少なからずあること

や、出産退職などによる女性の再就職の困難さなどがあります。 
また、家庭においては、男性が家事・育児をやりたいと思っていても実際には時間

に余裕がないという声や、子育て中の女性の孤独感を訴える声などがあります。 
さらに、地域においては、自治会などの活動は男女がともに担っているにもかかわ

らず、方針を決定する立場には女性が少ないことなど、様々な実情が浮かび上

がってきました。 
 
千葉県では、これらの問題に対応するため、県民の皆様の意見を伺いながら、基本

法に基づいた新しい男女共同参画計画づくりを行うこととしました。 
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わたしたちは、家庭・地域・学校 

・職場など、さまざまな場で生活し 

ています。 

それぞれの場において、みんなが 

個性を認め合い、女性も男性もその 

人らしく生きていける社会や地域の 

創造を目指します。 

４ 計画をつくるに当たっての３つの視点 

 
＊人の視点：男女共同参画を大勢の中の個人としての立場から考えました。 
＊時の視点：男女共同参画を一人ひとりが生きていくそれぞれの時間の流れの 

中で、いろいろな時点から考えました。 
＊場の視点：男女共同参画を一人ひとりが存在するいろいろな場から考えまし 

た。 
 

   
 
 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
わたしたちは、その一人ひとりがかけがえ

のない存在です。それぞれが多様な価値観や

考え方を持っています。 

 女性も男性もひとりの人として尊重され、

その意思が大切にされ、それぞれが認め合え

る関係の創造を目指します。 

 

人 の 視 点

場 の 視 点 時 の 視 点 
  

 
 

 
わたしたちは、誕生、成長、そして 

老い、その時々を生きています。 

いつの時でも、誰もがその人らしく 

あるために、その時々のあり方を見つ 

め、生涯にわたって女性も男性もいき 

いきと過ごしていける時の創造を目指 

します。 
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５ 基本理念 

 
   この計画では、 
 

    女性も男性も人として尊重され、その人らしく生きることができ、

それぞれが個性を認め合える社会、そして平等な社会の実現を目指

します 

 

  を基本理念とします。 

 

 

 
 
 

６ 本計画の期間 

    
   男女共同参画社会の実現は２１世紀の最重要課題（基本法前文）とされており、

総合的かつ長期的に取り組む必要があることから、本県の男女共同参画に関する長

期的な施策の方向性を定める基本計画期間は、平成３７年（２０２５年）までの  

２０年間とします。 

   また、具体的な施策について定める事業計画期間は、平成１８年度（２００６

年度）から２２年度（２０１０年度）までの５年間とします。 

   なお、随時計画の実施状況の確認と成果の評価を行い、必要に応じて計画の見

直しを行います。 
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